
新聞協会の地球温暖化対策の取り組み

～「第３次自主行動計画」移行３年目を迎えて～
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2

新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場す
る今日だが、新聞は中核的メディアとして機能してい
る。

はじめに



加盟社数：新聞103社 通信4社 放送22社 （2018年12月現在）

新聞社従業員数：98社（法人単位）4万1509人（2018年4月現在）

発行部数：3990万1576部 （2018年10月現在。朝夕刊セット1部換算）

戸別配達率：95.3％ （2018年10月現在）

1世帯当たり部数：0.70部 （2018年10月現在）
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１．新聞協会の概要



（別会社）

読者

新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場 （独立事業者）

※折り込み広告
（新聞に折り込ん
であるチラシ）は、
新聞社から独立
した新聞販売所
の事業。

（外部委託）

※新聞をトラッ
クで運ぶ輸送
各社は、ルート
の最短化や共
同輸送などで
工夫している。
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１．新聞協会の概要

新聞が
届くまで



正確な情報と公正な論評で、民主主義の
発展に寄与する新聞

デジタル化の進展とともに発行部数は漸減傾向

次代を担う小・中・高校生や大学生、若いビジネス
マンが紙の新聞に親しみ、その良さを知ってもらう
ことが重要な課題。
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１．新聞協会の概要



6

ＮＩＥ (Newspaper in Education ＝教育に新聞を)
学校などで新聞を教材として活用すること。教育界と新聞界が協力し、
社会性豊かな青少年の育成や活字文化と民主主義社会の発展などを目
的に全国で展開している。
全都道府県で５４４校（小学校205、中学校198、高校118など）がＮＩ
Ｅ実践校に指定されている（2018年度）。

ＮＩＢ（Newspaper in Business ＝ビジネスに新聞を）
全国の企業や大学・専門学校に記者経験者らを派遣して「出前授業」
を展開している。コミュニケーション力、情報収集・分析力などは社
会人として欠かせない能力であり、これらを身につけるために新聞を
活用してもらっている。

（出前授業カリキュラム例）
情報の活用法、時事問題や地域経済の解説、話を聞く・伝えるスキルの講座など。
新入社員からベテラン社員、大学生らを対象に、記事を使ったグループワークやディベートなどを含
む参加型の授業を実施している。

１．新聞協会の概要



紙媒体と電子媒体の関係

報道機関が地球温暖化対策に貢献する手段は、国民に
あまねく情報を伝達すること。この使命を全うする媒
体として、我々は、環境負荷低減を目的に「紙」を減
らして「電子」媒体を増やすという考え方はとってい
ない。

「紙」か「電子」かの以前に、国民が情報に接する機
会を増やすことが重要であり、「紙」と「電子」のど
ちらかの需要が増えれば一方が減るというものではな
い。
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１．新聞協会の概要



新聞・通信社は、企業として、省エネ・リサイ
クル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた努
力をする。

新聞・通信社は、報道・言論・事業活動を通じ、
環境問題に対する読者の意識を高める。

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（基本認識と対応）

基本認識と対応
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（新聞協会組織としての対応）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営幹部で構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）

経営トップ主導で推進



（第３次自主行動計画の策定）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

2013年 4月 「 同 第２次自主行動計画」

2020年数値目標（第２次計画）は、2015年度までに達
成を確認。

2016年12月、新たな2030年数値目標を策定のうえ、
「環境対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行３年目の現在、鋭意努力中。



（2030年数値目標①）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

2030年まで年平均１％削減を目指す



エネルギー消費原単位算出の分母は

「延べ床面積」

・省エネ法準拠

・エネルギー消費の実態に合致

新聞社印刷工場では、照明や空調など建屋系のエネルギー消費量が、機器類を
稼働させる動力系よりもウエートが大きい場合が多い。

新聞協会では今後も、「延べ床面積」によりエネルギー消費原単位を算
出していくことにしている。
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２．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）



2017年度環境自主行動計画

◎参加社数 ： １０６社
（新聞・通信108社が対象）

◎社数カバー率 ： ９８.１％

参加社数、社数カバー率とも

ほぼ100％を達成
13

２．新聞協会の環境対策の取り組み
（参加社数・社数カバー率）



（達成状況）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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現時点でクリア

 2013年度  2014年度  2015年度  2016年度  2017年度

エネルギー消費原単位 95.70 90.14 86.37 83.58 80.49

年平均削減率（％） ▲5.8 ▲5.0 ▲4.4 ▲4.2

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.38 22.27 21.55 21.37 20.52

延べ床面積（千㎡） 2442.7 2470.2 2494.7 2556.7 2549.4

社数カバー率（％）
調査回答社数（社）

94.4
102

95.4
103

98.1
106

99.1
107

98.1
106

2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）

※調査は新聞協会加盟新聞・通信108社が対象。
※過去のエネルギー消費量などに修正が出た場合は、翌年度に修正後の数値で再計算している。



（実施率)

不要照明の小まめな消灯 (97%）

クールビズ、ウオームビズの実施 （94%）

冷暖房機器の温度設定変更 （85%）

事務用紙使用量の削減 （82%）

（両面印刷や社内文書の電子化）

照明対応（間引き、人感センサー型導入）（82%）

（具体的な取り組み①）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

実施率が８割を超える環境対策

15



（具体的な取り組み②）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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省エネのための具体的対策

照明のLED化

社屋ビル、印刷工場等で積極的に対応

空調機器、熱源機器の更新

省エネ性能の高い機器類を順次導入

などなど



新聞印刷時に発生する「損紙」の節減

古紙や新聞用梱包材などのリサイクルの推進

パルプ使用量を極力減らした新聞用紙、古紙配合

率の高い再生紙の使用

＜新聞の古紙回収率＞ 2017年146.6％

※新聞の古紙回収には折り込み広告も含まれるため、回収率は100％を超えている。 2006年は145.3％

＜新聞の古紙回収量＞ 396万トン（国内古紙回収量の18.8％）

インキ量を抑えることができる高濃度インキを使用

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（具体的な取り組み③）

地球温暖化対策と循環型社会の構築
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２.新聞協会の環境対策の取り組み
（技術開発、サプライチェーンの取り組み）
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技術開発は各社対応が原則

各社の努力の積み重ねにより、新聞用紙の軽量
化や減斤化、インキ使用量の削減を実現。

環境負荷低減、地球温暖化防止に大きく貢献し、
サプライチェーンの取り組みにもつながっている。

『新聞技術』等の機関紙誌を通じた情報共有

「新聞協会賞」など各種顕彰活動



３．加盟各社の啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

①「朝日地球会議」 （朝日新聞社）
②日韓（韓日）国際環境賞 （毎日新聞社）
③環境関連広告企画 （読売新聞社）
④日本最大級の環境展示会「エコプロダクツ」の開催 （日本経済新聞社）
⑤専門雑誌の出版 （産経新聞社）
⑥地道な古紙回収の取り組み （北海道新聞社）
⑦「あしたのみどりキャンペーン」 （河北新報社）
⑧「富士山クリーンキャンペーン２０１８」 （静岡新聞社）
⑨松本本社新社屋～３つの「活かす」で省エネビル （信濃毎日新聞社）
⑩「Ｖｉｖａ地球」 （中日新聞社）
⑪「地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）２０周年」特集 （京都新聞社）
⑫「エコキャンプ２０１８」 （山陽新聞社）
⑬「環境教室体験レポート」 （中国新聞社）
⑭中高生による海外植林活動「ハチドリ隊」 （西日本新聞社）
⑮環境問題に関する配信記事 （共同通信社）
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■「朝日地球会議」

朝日新聞社で最も大きな国
際シンポジウム「朝日地球
会議」は、２０１８年９月、
「次世代への約束 もっと
寛容な社会に」をメーン
テーマに開催した。国連の
持続可能な開発目標（ＳＤ
Ｇｓ）が目指す「誰も置き
去りにしない」世界を実現
するためにはどうしたらよ
いか。国内外の第一線の研
究者、政策決定者、ビジネ
スパーソンやＮＰＯ関係者、
芸能界で活躍している方た
ちが、約３０の講演やセッ
ションを繰り広げて、３日
間のべ５千人の来場者とと
もに考えた。

３．加盟各社の啓発活動 ①朝日新聞社
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経済学者、オックスフォード大学環境変化研究所上級客員研究員のケイト・ラワースさん



３．加盟各社の啓発活動 ②毎日新聞社
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■日韓(韓日)国際環境賞

１９９５年に韓国の朝鮮日報社と創設。第２４回の２０１８年
は日本で自然教育活動を経済的に成功させているホールアース
自然学校と、途上国での水質浄化活動に取り組む韓国の崔義
昭・高麗大名誉教授に賞金各１万㌦等が贈られた（写真右）。
日韓など東アジア地域では、工業化とエネルギー消費増大に伴
う大気汚染、酸性雨などの公害問題が国境を越えて広がってお
り、両社はこの賞で東アジア全体の環境保全への機運を高め、
調和のとれた発展に寄与できると確信している。

毎日新聞（２０１８年１０月１９日付朝刊） 朝鮮日報（２０１８年１０月１９日付朝刊）



■環境関連広告企画

２０２０年を見据え
た様々な取り組みを
広く社会に訴求する
ことを目的とした
「未来貢献プロジェ
クト」の一環。家庭
の省エネルギー化の
鍵を握る「ネット・
ゼロ・エネルギー・
ハウス（ＺＥＨ）」
の魅力を紹介したほ
か、２０１７年１２
月に開催されたＺＥ
Ｈの普及啓発を行う
イベント「エネマネ
ハウス２０１７」の
採録を掲載した。こ
れ以外にも記事、広
告などを通じて環境
問題への様々な啓発
活動を行っている。

（２０１８年２月２
日付朝刊）

３．加盟各社の啓発活動 ③読売新聞社
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３．加盟各社の啓発活動 ④日本経済新聞
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■日本最大級の環境展示会

「エコプロダクツ」の開催

一般社団法人産業環境管理協会との
共催で、２０１８年１２月の３日間、
東京ビッグサイトで開催。２０１７
年は１６万９１人が来場した。

人と自然と地球にやさしい、最先端
の環境製品・サービスを体感しなが
ら地球温暖化の緩和などの環境問題、
持続可能な社会の実現を考えるイベ
ントを目指している。
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３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社

◆地球環境とエネルギー問題を分かりやすく解説

産経新聞グループの日本工業新聞社が発行する「月刊ビジネスアイ エネコ」(地球環境とエネルギー） は、
ENERG（エネルギー）、ECOLOGY（環境保護）、ECONOMY（経済）を組み合わせたエネルギー・環境誌。月刊エネ
ルギー（1968年創刊）と月刊地球環境（1970年創刊）が統合、数少ない専門雑誌のひとつとして、エネルギー関連、
官庁・自治体、企業、学校、マスコミ等環境分野で高い評価をいただいている。「経済の視点から環境問題を分析
し、再生可能エネルギーやスマートエネルギーなど、新しい潮流を紹介して地球環境の明日のために鋭く提言す
る」を理念とし、一般的なマスコミでは触れないところまで分かりやすく提言している。

専門雑誌の出版

＜２０１７年度編集特集一覧＞
４月号 新電力“電力自由化１年”の軌跡
５月号 グローバル化が加速する 自治体“水道事業”
６月号 木質バイオマスを 展望する
７月号 Ｐｏｗｅｒ ｔｏ Ｇａｓの可能性
８月号 電力の新潮流 デマンドレスポンス徹底解剖
９月号 人工知能が変える 省エネ・環境対策
１０月号 太陽光発電ビジネスの新潮流
１１月号 “ゼロエネルギー住宅”最新動向！
１２月号 ＣＯＰ２３特集 2020年“パリ協定”始動に向けて
１月号 本格加速!? “電気自動車シフト”を展望
２月号 始動！日本版シュタットベルケ
３月号 2018年度エネルギー展望

2018年10月号の表紙（左）と目次（下）

３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社
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３．加盟各社の啓発活動 ⑥北海道新聞社

25

■地道な古紙回収の取り組み

２００９年から道内約６００の販売所、読者の協力を得て古紙回収
に取り組んでいる。特に札幌周辺の約１００の販売所では、昨年度
末までの回収合計量が４３６.４トンに達し、収益金で北海道新聞
社キャラクターの「ぶんちゃん」を登場させた「道新ぶんぶんの森
プロジェクト」を推進。「ぶんちゃん」の生まれた森を支笏湖畔に
設定し、その森を育てようと市民参加の植樹活動を地元営林署の協
力を得て進めている。協力をしていただいた人にシラカバやミズナ
ラを利用した箸などのエコグッズをプレゼントしている。

道新ぶんちゃんの森プロジェクトについての広告
（２０１３年１月１日付朝刊）

販売所で行われた古紙回収作業の様子
（２０１８年１０月）



３．加盟各社の啓発活動 ⑦河北新報社
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■あしたのみどり

キャンペーン

仙台市教育委員会、仙台商工
会議所、仙台市などとの共催
で２００９年から継続して行
なっている事業。東日本大震
災後は「失われたみどりの再
生」をテーマに実施している。
（２０１８年６月２６日付紙面）



■富士山クリーンキャン
ペーン２０１８

富士山にまつわる読み物
で環境啓蒙紙面を展開し
ている。

今年のテーマは「水辺に
映える麗峰富士」。

水と富士山の関係性をク
ローズアップし、５回シ
リーズで掲載した。

（２０１８年８月５日付紙
面）

３．加盟各社の啓発活動 ⑧静岡新聞社
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３．加盟各社の啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社
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い

■松本本社新社屋～３つの「活かす」で省エネビル

２０１８年４月にオープンした松本本社の新社屋「信毎メディ
アガーデン」は、１～３階に商業施設とホール、４～５階にオ
フィスを構える複合施設。３つの先進的な技術を柱に省エネに
努めている。

①冷暖房に輻射熱を活かす
床輻射冷房は、熱交換器に地下水を通しただけで作る20℃の冷
水を、執務室の床内に埋め込んだパイプに流している。

②空調熱源に地下水を活かす
地下水は床輻射冷房に使うだけでなく、冷温水チラーや店舗の
エアコンも水冷式を採用している。

③執務室照明に「明るさ感」を活かす
執務室は吊り照明が机と天井をやわらかく照らし、部屋全体を
明るく見せている。手元はスタンドで十分な明るさにしている。

このほか、LED照明、太陽光発電、全熱交換器、Low‐Eガラス等
を採用している。

テナント飲食店の厨房ガス以外はオール電化の複合ビルだが、
１８年８月の消費電力から換算した１㎡あたりの原単位は、一
般的な店舗・事務所の６割程度だった。



３．加盟各社の啓発活動 ⑩中日新聞社
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■Ｖｉｖａ地球

持続可能型社会を
目指して作るペー
ジ。中部地区の環
境情報や取り組み
を発信。

当地区は、環境が
テーマとなった万
博や、ＥＳＤユネ
スコ世界会議が開
催されるなど、環
境への意識が高い
エリアだ。



３．加盟各社の啓発活動 ⑪京都新聞社

■「地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ３）２０周年」特集

２０１７年１２月、京都議定書誕生２０年を記念し、京都議定書発効の地、京都国際会館で行われた「地球環境
京都会議」を前に議定書の意義を再確認するために４ページ特集を発行した。（２０１７年１２月６日付朝刊）

30



■エコキャンプ２０１８

１９９８年から毎年取り組んでいる環境保護キャンペーン「山陽新聞エコプログラム」の一環。２０１８年は７月
２１、２２日に岡山県真庭市の「蒜山高原キャンプ場」で開催。岡山県内の２３家族約１００人が植樹や自然観察
教室などの野外活動を通して自然の大切さを学んだ。これまでに約２,４００人が参加している。

３．加盟各社の啓発活動 ⑫山陽新聞社
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■環境教室体験レ
ポート

２００２年にス
タートし今回で１
７回目。参加学校
数は延べ６６校。
小・中学校で環境
の大切さを学ぶ課
外授業を実施。授
業では、協賛企業
の担当者が企業の
活動を紹介し環境
への理解を深める。
さらに、紙面で採
録し、読者にも環
境について考えて
もらう。

３．加盟各社の啓発活動 ⑬中国新聞社
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教
室
を
紹
介
す
る
記
事



■中高生による海外植林活動
「ハチドリ隊」

中高生に環境問題について理
解を深めてもらおうと、２０
０８年に始めた植林活動は今
年で１０回目を迎えた。西日
本新聞社と西日本新聞エリア
センター連合会が、砂漠化が
進む中国・内モンゴル自治区
で４回、５回目からはベトナ
ムで活動している。愛称は、
ハチドリが森林火災を消そう
と、くちばしで水を運んだ南
米アンデスの伝説にちなみ、
着実に環境保護に取り組むと
いう思いが込められている。
１６年４月には、中国の程永
華駐日大使から「中国の緑化
に貢献した」として表彰され
た。

（２０１８年１０月１８日付
朝刊）

３．加盟各社の啓発活動 ⑭西日本新聞社
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３．加盟各社の啓発活動 ⑮共同通信社

■環境問題に関する記
事配信

「経済の鼓動」。地球
温暖化に対する国や自
治体、企業の取り組み
をまとめた報道。

（２０１８年５月２２
日付信濃毎日新聞夕
刊）
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４．最後に
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戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

新聞はほとんど再生紙を使っている。

各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。



４．最後に
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新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。
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日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

http://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。


